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福岡県における外国人介護人材の受入れ状況について 

 １ 各在留資格における外国人介護人材数の推移について 

外国人介護人材に特化した在留資格は以下の４種類であり、令和４年度と令和５年

度の福岡県内の在留資格別外国人介護人材数は以下のとおりである。 
 

〇福岡県内の在留資格別在留外国人数（介護関係）        単位：人（表１） 

 令和４年度 令和５年度 

介護福祉士候補者（ＥＰＡ） 41 54 

技能実習生（介護職種） 519 843 

特定技能（介護分野） 569 1,027 

小計 1,128 1,922 

在留資格「介護」 305 472 

合計 1,393 2,357 

※在留資格「介護」、特定技能は各年１２月末、ＥＰＡ及び技能実習生は各年度末の値を記載 

〇各在留資格別の県の施策について                  （表２） 

在留資格 県の施策 

ＥＰＡ介護福祉士候補者 ・外国人介護福祉士候補者支援事業 

在留資格「介護」 

・外国人留学生の参入促進事業 

・介護福祉士修学資金貸付事業 

・外国人留学生奨学金等支援事業 

・介護福祉士資格の取得を目指す外国人留学生マッ

チング支援体制構築事業 

技能実習 

特定技能 

・外国人介護職員介護技能等向上事業 

・外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 
  

（参考）各在留資格の受入の流れ 

 

  

資料４ 
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 ２ 経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく介護福祉士候補者について 

（１）制度内容 

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、一定の要件を満たす外国人が、日本の介護福祉

士資格取得を目的とすることを条件として、介護施設（受入れ施設）において就労・

研修することを特例的に認めるもの 

・制度開始：平成 20年度 

・対象国  ：インドネシア、フィリピン、ベトナム 

・在留期間：資格取得前４年（４年目に資格取得ができなかった場合も一定の条件

を満たせば１年延長可）、資格取得後は３年又は 1年で更新回数に制限

なし 

 

（２）状況 

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく介護福祉士候補者については、県内の介護施設で、

令和５年末の受入れの状況は以下のとおりである。 

○ＥＰＡに基づく介護福祉士候補者受入状況 

受入国 令和元年末 令和５年末 

インドネシア(H20年度～) ３７人 ２８人 

フィリピン(H21 年度～) ３０人 ２５人 

ベトナム(H26年度～) ３人 １人 

合計 ７０人 ５４人 

   ※令和５年末の受入者数 54名の受入れ施設の内訳は以下のとおり 

〇受入施設数 23 

・介護老人保健施設 7、特別養護老人ホーム 12、グループホーム 1、軽費老人ホーム 1、障がい者支援施設 2 

 

（３）県の取組 

○ 外国人介護福祉士候補者支援事業 

 平成 22 年度から、日本で就労・研修をしながら介護福祉士資格の取得を目指す

候補者を受け入れた介護施設に対して、日本語学習や介護分野の専門的な知識習得

などの支援に要する経費について助成している。 

補助対象事業 基準額 補助率 

候補者の日本語学習、介護分野の専門知識

の学習、学習環境の整備 
候補者１人につき15千円 

10／10 
喀痰吸引等研修の受講 候補者１人につき75千円 

研修担当者の活動に対する支援 １受入施設当たり60千円 
 

介護施設に対する助成の状況（令和５年度実績） 

施設数 補助額 

22施設 6,794千円 
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３ 在留資格「介護」について（留学生関連施策） 

（１）制度内容 

在留資格「介護」は、介護福祉士として登録の上、介護業務に従事する場合に認め

られるもので、介護分野の専門的・技術的知識を持つ外国人を受け入れるもの。 

・制度開始 ：平成 29年９月１日 

・対象  ：限定なし 

・在留期間 ：５年、３年、１年又は３か月で、更新回数に制限なし 

  

（２）介護福祉士養成施設を卒業して介護等の業務に従事する留学生の特例 

養成施設を令和 8年度末までに卒業する方は、卒業後５年の間は、国家試験を受験

しなくても、または、合格しなくても、介護福祉士になることができる。 

（要件） 

卒業後５年の間に国家試験に合格すること。 

または、卒業後５年間続けて介護等の業務に従事すること。 

 

（３）状況 

令和５年度の介護福祉士養成施設において、資格取得を目指す外国人留学生の数は、

２９７名である。また、在留資格「介護」を取得し、介護業務に従事している在留外

国人は、本県においては、昨年１２月末時点で４７２名となっている。 

○県内介護福祉士養成施設における学生の状況（単位：人） 

 定員数 学生数 
うち 

留学生 

令和３年度(14校 16課程) 1,080 589 336 

令和４年度(13校 15課程) 975 572 329 

令和５年度(12校 14課程) 840 529 ※297 
※国別内訳 ネパール 118人、ミャンマー80人、中国 37人、ベトナム 34人、インドネシア 16人、その他 12人 

【出典】高齢者地域包括ケア推進課調べ 

○在留資格「介護」の在留外国人数（令和５年 12月末時点）（単位：人） 

 H29.12 H30.6 H30.12 R1.6 R1.12 R2.6 

全国 18 177 185 499 592 1,324 

福岡県 1 6 6 22 28 63 

 

 

 

【出典】法務省 在留外国人統計 

 

  

R2.12 R3.6 R3.12 R4.6 R4.12 R5.6 R5.12 

1,714 3,064 3,794 5,339 6,284 8,093 9,328 

67 107 170 265 305 435 472 
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（４）県の取組 

○ 外国人留学生の参入促進事業 

令和元年度から、介護福祉士養成施設が将来介護現場を担う留学生の確保に向

けた取組みや、留学生に対する日本語学習等の課外授業等を実施した際の経費の

一部を助成している。 

【補助額】 

実施する事業 補助上限額 

① 国内人材の確保に関する事業を実施する場合 ８０万円 

② 外国人留学生の確保に関する事業を実施する場合 ２００万円 

③ ①及び②の事業を実施する場合 ２００万円 

 

介護福祉士養成施設に対する助成の状況（令和５年度実績） 

養成施設数 補助額 

８校 13,159千円 

 

○ 介護福祉士修学資金貸付事業 

平成５年度から、介護福祉士を目指す学生に対し修学資金貸付を行っており、

平成 21年度からは実施主体を県社会福祉協議会に移行し、その原資を助成。 

平成 30年３月からは、連帯保証人の要件を２名から１名に緩和するとともに、

法人による連帯保証の手続きを明確化し、留学生が利用しやすいよう見直しを行

ったほか、介護施設等が留学生に対して学費や居住費等の奨学金を支給した場合

に、その３分の１を助成している。 
 

介護福祉士修学資金等貸付の状況（令和５年度） 

 全体 
うち留学生 

（法人保証によるもの） 

貸付契約締結者数 152人  
115人  

(113人) 

貸付決定額 245,697千円  187,640千円  
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○ 外国人留学生奨学金等支援事業 

令和元年度から、介護施設等が将来介護職員として雇用しようとする留学生に

対して行う奨学金等の一部を助成。 

さらに令和２年度から、交付対象を拡充し、介護福祉士養成施設に入学するこ

とを前提として日本語学校に在籍している期間についても助成。 

補助対象期間 対象経費 基準額 補助率 

日本語学校 

(１年以内) 

学費 年額 600千円以内 基準額の 

１／３ 居住費などの生活費 年額 360千円以内 

介護福祉士養成施設 

(正規の修学期間内) 

学費 年額 600千円以内 

基準額の 

１／３ 

入学準備金 200千円以内（１回限り） 

就職準備金 200千円以内（１回限り） 

国家試験受験対策費用 一年度 40千円以内 

居住費などの生活費 年額 360千円以内 

 

介護施設等に対する助成の状況（令和５年度実績） 

施設数 対象人数 補助額 

41施設 86人 15,430千円 

 

○ 介護福祉士資格の取得を目指す外国人留学生マッチング支援体制構築事業 

※内容の詳細については、資料５を参照 
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４ 技能実習制度について 

（１）制度内容 

開発途上地域等への技能等の移転を図り、開発途上国等の経済発展を担う「人づく

り」に協力することを目的とした制度。 

・制度開始：平成 29年 11月１日（対象職種への追加） 

・対象国 ：技能、技術又は知識の開発途上国等 

・在留期間：最長５年 

 

（２）状況 

本年３月末までに外国人技能実習機構により認定された計画のうち、県内での受

入れは、３４０施設に８４３名となっている。 

介護職種に従事する技能実習生の県内受入状況 

（令和 6 年 3 月末までに外国人技能実習機構に認定された技能実習計画に基づくもの） 

ﾍﾞﾄﾅﾑ ﾐｬﾝﾏｰ ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 中国 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾈﾊﾟｰﾙ ｲﾝﾄﾞ ｽﾘﾗﾝｶ ﾓﾝｺﾞﾙ 計 

149 335 67 195 6 58 15 8 9 1 843 
【出典】令和６年５月厚生労働省情報提供資料   

（３）県の取組 

○ 外国人介護職員介護技能等向上事業 

令和元年度から、介護職種の技能実習生及び介護分野における第１号特定技能

外国人が円滑に就労・定着できるようにするため、介護の基本や介護の日本語、

コミュニケーション技術等に関する研修を実施。昨年度は集合形式とオンライン

形式のハイブリッド形式において研修を実施。 
 

ハイブリッド形式（令和５年度実績） 

会場 実施時期 定員 参加者数 

４会場 1月～2月 各会場 20名程度 85人 
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○ 外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

令和２年度から、外国人介護職員を受け入れる（予定を含む）介護施設等にお

いて、外国人介護職員とのコミュニケーション支援、介護福祉士の資格取得を目

指す外国人介護職員への学習支援、メンタルヘルスケア等の生活支援に係る取組

を行った場合に、その経費に対して助成。 

また、外国人留学生が在籍する介護福祉士養成施設において、留学生に適切な

教育を行うための教育の質の向上に資する取組を行った場合、必要な経費に対し

て助成。 
 

受入れ（予定）介護施設等が行うもの 

補助対象事業 補助率 補助上限額 

外国人介護職員とのコミュニケーションを促進する取組 

２／３ 20万円 外国人介護職員の介護福祉士の資格取得に必要な取組 

外国人介護職員の生活支援に必要な取組 

 

介護福祉士養成施設が行うもの 

補助対象事業 補助率 補助上限額 

在籍する留学生への教育の質の向上に必要な取組 10／10 55万円 

 

助成の状況（令和５年度実績） 

補助対象事業 施設数 補助額 

介護施設等が行うもの 30施設 2,914千円 

介護福祉士養成施設が行うもの 3校 1,643千円 

 

  



8 

 

 

 ５ 特定技能制度について 

（１）制度内容 

生産性向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが

困難な状況にある産業上の分野において、一定の専門性・技能を有する外国人材を受

け入れる制度。 

・制度開始：平成 31年４月１日 

・対 象 国：限定なし 

・在留期間：最長５年 

（２）状況 

在留資格「特定技能」による県内介護施設等での受入れは、昨年１２月末時点で、

１，０２７名となっている。 

〇介護分野の特定技能１号外国人の県内受入状況 

       1,027人（令和５年１２月末時点） 
（試験ルート 849人、技能実習ルート 176人、ＥＰＡルート２人） 

（３）県の取組 

○外国人介護職員介護技能等向上事業 
○外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 
（※「３ 技能実習制度について」の県事業と同じ） 
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 ６ 訪問介護制度の拡充について 

   ・令和 6年 6月 19日に開催された「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」

において、外国人介護人材の訪問介護事業所への就労範囲の拡充が検討され、了承さ

れた。 

   ・今回の方針決定による告示の改正については、最速で２０２５年度となる予定。 

   ・育成就労制度については別途整理が必要であるため、今回の告示改正で対象となる

かは未定。 

 ＜在留資格別 訪問系サービスの従事について＞（令和６年度現在） 
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 ７ 技能実習制度の育成就労制度への移行について 

○ 育成就労制度の概要 

   ・技能実習に代わる新制度「育成就労」を新設する出入国管理法などの改正案を閣議

決定し、令和 6 年 6 月 14 日の参議院本会議で賛成多数で可決・成立。令和 9 年まで

に施行される予定。 

   ・技能実習制度の廃止や育成就労制度の創設に係る制度の激変緩和措置が設けられる

予定となっており、制度の完全移行は令和 12年となる見込み。 

  ＜技能実習制度と育成就労制度の主な相違点＞ 

項目 技能実習制度 育成就労制度 

制度目的 国際貢献、人材育成 

（人材育成を通じた技能移転によ

る国際貢献を目的とする） 

人材育成、人材確保 

（特定技能１号水準の技能を有する人材

育成及び確保を目的とする） 

在留資格 技能実習１号・２号・３号 育成就労 

滞在修了後 原則帰国 特定技能１号に移行することを想定 

在留期間 最長５年 原則３年 

日本語能力 Ｎ４相当 Ｎ５相当 

転籍 原則不可 やむを得ない事情がある場合や、本

人の意向による転籍が可能。 

 

  〇育成就労制度における転籍の要件（※１） 

   ① やむを得ない事情がある場合 

   ② 同一業務区分内であること、就労期間（１～２年の範囲で業務の内容等を勘案し

て主務省令で規定）・技能等の水準・転籍先の適正性※２に係る一定の要件を満たす

場合 

   ※１「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」（厚生労働省 R6.3.22）資料から抜粋 

※２ 下記の要件が予定されている。 

・ 同一機関での就労期間については分野ごとに１年から２年の範囲で設定すること 

・ 技能等の水準については、技能検定試験基礎級等及び分野ごとに設定するＡ１～Ａ２相当の日

本語能力に係る試験への合格 

・ 転籍先が、育成就労を適正に実施する基準を満たしていること 

 


